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(57)【要約】
【課題】従来の「車両用駆動輪構造」は、揺動抑制のた
めに駆動用モータを２つ設けていることから、駆動用モ
ータが１つの場合に比べて消費エネルギが増大してしま
うことが避けられなかった。
【解決手段】車輪１５の回転軸と車体とを連結するトレ
ーリングアーム１１と車体とを、互いに揺動可能に連結
するトルクコントロールロッド１２とモータケース１３
とを介して連結して、車両側面視においてトルクコント
ロールロッド１２の延在方向延長線がトレーリングアー
ム１１の延在方向延長線と交わるように配置する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両前後方向に延在し、車輪の回転軸と車体とを連結する懸架部材と、
　前記懸架部材に固定され、前記車輪の回転軸に回転駆動力を出力する回転原動機と、
　前記車体に揺動自在に連結し、前記車体から車両前後方向前側または後側に延在する第
１リンク部材と、
　前記懸架部材に揺動自在に連結し、前記懸架部材から車両上下方向上側に延在して、前
記第１リンク部材に揺動可能に連結する第２リンク部材と、
を備え、
　前記第１リンク部材を、車両側面視において前記第１リンク部材の延在方向延長線が前
記懸架部材の延在方向延長線と交わるように配置した車両用懸架装置。
【請求項２】
　前記懸架部材の延在方向延長線と前記第１リンク部材の延在方向延長線との交点の位置
は、車両停車状態における前記車輪の位置に対し、車両上下方向上側に変位する場合は前
記第２リンク部材と前記懸架部材との連結点より車両前後方向前側に位置し、車両上下方
向下側に変位する場合は前記連結点より車両前後方向後側に位置する請求項１に記載の車
両用懸架装置。
【請求項３】
　前記第２リンク部材は、前記回転原動機を組み込んだ原動機ケースである請求項１また
は２に記載の車両用懸架装置。
【請求項４】
　前記回転原動機を、前記車輪の回転軸に対し車両前後方向前側に配置し、前記回転原動
機の駆動軸と前記車輪の回転軸を、駆動伝達装置を介して連結した請求項１から３のいず
れか一項に記載の車両用懸架装置。
【請求項５】
　前記原動機ケースの前記懸架部材との連結部を、前記車輪の回転軸に対し同軸、且つ、
回動自在に連結した請求項３に記載の車両用懸架装置。
【請求項６】
　前記車両用懸架装置は、車両幅方向に延在するスタビライザー捻り部と、該スタビライ
ザー捻り部から車両上下方向に延在するモーメントレバー部とを備えるスタビライザーバ
ーを備え、
　前記第１リンク部材は、前記車体に揺動自在に連結する替わりに、前記モーメントレバ
ー部に連結する請求項１から４のいずれか一項に記載の車両用懸架装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、インホイールモータを採用した車両に備えられる車両用サスペンション装
置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、車両の各車輪（ホイール）に配置した電気モータにより直接車輪を駆動するイン
ホイールモータが知られているが、一般論として、インホイールモータを採用すると、イ
ンホイールモータの駆動反力に起因する車両上下方向の力が発生するため、車体が車両上
下方向に変位して車両姿勢が変動してしまうことになる。
　そこで、１車輪当たり２つの駆動モータを設け、それぞれのモータの駆動反力によって
車輪の上方向及び下方向に力を発生させることにより、揺動を抑制する車両姿勢制御機能
を付与する「車両用駆動輪構造」（特許文献１参照）が知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
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【特許文献１】特開２００７－２６９２０９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、従来の「車両用駆動輪構造」は、揺動抑制のために駆動用モータを２つ
設けていることから、駆動用モータが１つの場合に比べて消費エネルギが増大してしまう
ことが避けられなかった。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　この発明に係る車両用サスペンション装置は、車輪の回転軸と車体とを連結する懸架部
材と車体とを、互いに揺動可能に連結する第１リンク部材と第２リンク部材とを介して連
結して、車両側面視において第１リンク部材の延在方向延長線が懸架部材の延在方向延長
線と交わるように配置する。
【発明の効果】
【０００６】
　この発明によれば、リンク機構により、モータの駆動反力によって生じる車輪の上下方
向力を低減しているので、消費エネルギが増大することなく車両のピッチング挙動を抑制
することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】この発明の第１実施の形態に係る車両用サスペンション装置の構成を示す右輪を
側方から見た説明図である。
【図２】図１の車両用サスペンション装置の構成を示す右輪を上方から見た説明図である
。
【図３】この発明に係る車両用サスペンション装置と比較するために、一般的な後輪用ト
ーションビームアクスル式サスペンションにおける駆動時の車輪上下力発生状況を示す、
右輪を側方から見た比較説明図である。
【図４】図１の車両用サスペンション装置の標準姿勢時における車輪上下力発生状況を示
す、右輪を側方から見た説明図である。
【図５】図４の標準姿勢状態から車輪が車体に対し上方へフルストロークしたフルバウン
ド状態における車輪上下力発生状態を示す、右輪を側方から見た比較説明図である。
【図６】図４の標準姿勢状態から車輪が車体に対し下方へフルストロークしたフルリバウ
ンド状態における車輪上下力発生状態を示す、右輪を側方から見た比較説明図である。
【図７】この発明の第２実施の形態に係る車両用サスペンション装置の構成を示す右輪を
側方から見た説明図である。
【図８】この発明の第３実施の形態に係る車両用サスペンション装置の構成を示す右輪を
側方から見た説明図である。
【図９】図８の車両用サスペンション装置の構成を示す右輪を上方から見た説明図である
。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下、この発明を実施するための形態について図面を参照して説明する。
（第１実施の形態）
　図１は、この発明の第１実施の形態に係る車両用サスペンション装置の構成を示す右輪
を側方から見た説明図である。図２は、図１の車両用サスペンション装置の構成を示す右
輪を上方から見た説明図である。
【０００９】
　図１及び図２に示す、車両用サスペンション装置１０は、例えば、後輪用のトーション
ビームアクスル式サスペンションであり、トレーリングアーム（懸架部材）１１、トルク
コントロールロッド（第１リンク部材）１２、モータケース（第２リンク部材）１３、及
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びモータ（回転原動機）１４を備えており、車両（図示しない）の車輪（一例として、右
側の車輪を図示）１５を懸架している。車輪１５は、ディスクホイール（ホイール）１６
と、ホイール１６に装着されたタイヤ１７を有している。
【００１０】
　トレーリングアーム１１は、車両前後方向に延在し、車軸（回転軸）を内包するアクス
ル部材１８（図２参照）に軸支された車輪１５と、車体（図示しない）とを連結しており
、一体形成されたギヤボックス部１９を備えると共に、トーションビーム２０と一体化さ
れている（図２参照）。なお、図１，２において、車軸は、軸芯ｃのみを図示する。この
トレーリングアーム１１は、ブッシュ２１を介して揺動自在に車体に取り付けられており
、トレーリングアーム１１と一体的に形成されたアクスル部材１８には、ホイール１６を
回動自在に支持するハブベアリング２２が装着されている（図２参照）。ギヤボックス部
１９のブッシュ２１側とは反対側の下端部は、ショックアブソーバ２３ａ及びコイルスプ
リング２３ｂを介して車体に連結されている（図１参照）。
【００１１】
　トルクコントロールロッド１２は、一端が、第１ボールジョイント２４ａを介して回動
自在に、車体に位置決め固定されると共に、他端が、第２ボールジョイント２４ｂを介し
て回動自在に、後述するモータケース１３のロッド取付部１３ａに連結されて、車体から
車両前後方向に延在しており、車体に対し他端側が自在に揺動するように連結されている
。なお、トルクコントロールロッド１２の延在方向は、車両前後方向の前方或いは後方の
何れでも良い。
【００１２】
　モータケース１３は、頂部にロッド取付部１３ａを有する側面視略三角形状に形成され
ており、内部に組み込まれたモータ１４のモータ主軸（駆動軸）を作動点として自在に回
動するように、トレーリングアーム１１に固定されている。トレーリングアーム１１に固
定されたモータケース１３の、トレーリングアーム１１の上方に突出するロッド取付部１
３ａには、トルクコントロールロッド１２の他端が回動自在に連結されている。
【００１３】
　つまり、トルクコントロールロッド１２は、車体から車両前後方向に延在する第１リン
ク部材として機能し、トルクコントロールロッド１２と連結されたモータケース１３は、
トレーリングアーム１１から車両上下方向に延在する第２リンク部材として機能する。こ
のため、モータケース１３は、一端（上端部）に連結されたトルクコントロールロッド１
２と、他端（下端部）が固定されたトレーリングアーム１１により、車体に対しリンク接
続されることになり、リンク機構による幾何学的中心を有する回動動作を行う。なお、上
記構成は、右車輪について説明したものであるが、右車輪と対称配置の同一構成である左
車輪についても同様に適用される。
【００１４】
　モータ１４は、モータ主軸を介して回転駆動力（トルク）を出力する。出力された回転
駆動力は、トレーリングアーム１１の一部を構成するギヤボックス部１９に格納された減
速機構によってトルク増幅された後、車輪１５のホイール主軸に伝達され、車輪１５を回
転駆動する（図１，２参照）。ギヤボックス部１９に格納された減速機構は、ピニオンギ
ヤ２５ａ、ピニオンギヤ２５ａに噛合するアイドルギヤ２５ｂ、アイドルギヤ２５ｂに噛
合する出力ギヤ２５ｃにより構成されている。ここで、ピニオンギヤ２５ａ、アイドルギ
ヤ２５ｂ、出力ギヤ２５ｃが、駆動伝達装置に対応する。また、ピニオンギヤ２５ａ、ア
イドルギヤ２５ｂ、出力ギヤ２５ｃの替わりに、モータ主軸の回転駆動力をホイール主軸
にチェーンやベルトを介して伝達してもよい。
【００１５】
　そして、トレーリングアーム１１とトルクコントロールロッド１２は、トレーリングア
ーム１１の延在方向延長線、即ち、車両側面視におけるモータケース１３の中心とトレー
リングアーム１１の車体取付部の中心（ブッシュ２１の中心）とを結ぶ直線Ｌ１と、トル
クコントロールロッド１２の延在方向延長線、即ち、車両側面視における第１ボールジョ
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イント２４ａの中心Ｔ１と第２ボールジョイント２４ｂの中心Ｔ２とを結ぶ直線Ｌ２が交
わるように、配置されている（図１参照）。
【００１６】
　次に、この発明に係る車両用サスペンション装置１０の作用について説明する。
　ここで、一般的な後輪用トーションビームアクスル式サスペンションにおいて、駆動時
に車輪（ホイール）上下力が発生するメカニズムを説明する。
　図３は、この発明に係る車両用サスペンション装置と比較するために、一般的な後輪用
トーションビームアクスル式サスペンションにおける駆動時の車輪上下力発生状況を示す
、右輪を側方から見た比較説明図である。
【００１７】
　図３に示すように、一般的な後輪用トーションビームアクスル式サスペンション１は、
トーションビーム一体型のトレーリングアーム（懸架部材）２により、車輪３を懸架して
いる。トレーリングアーム２は、回転軸取付部２ａに、車輪３の回転軸（アクスル）４を
回動自在に支持し、車両前後方向に延在して配置されており、一端をブッシュ５を介して
、他端をショックアブソーバ６ａ及びコイルスプリング６ｂを介して、それぞれ車体（図
示しない）に取り付けられている。
【００１８】
　この一般的な後輪用トーションビームアクスル式サスペンション１において、車輪駆動
時、車輪３に装着されたタイヤ３ａは、タイヤ３ａの接地面Ｇ／Ｌから反作用力ＦＣを受
ける。これにより、タイヤ３ａの回転軸、即ち、タイヤ中心には、軸力ＦＷ及び回転力Ｍ

Ｗが入力されることになる。ここで、ＦＷはＦＣに等しい力である。
　このＦＷは、車両側面視において、車輪中心から、車輪３の動きを決定している車体に
対するサスペンション１の回転中心ＣＳに向かう方向成分ＦＡと、鉛直方向成分ＦＶに分
解することができる。
【００１９】
　また、反作用力ＦＣを受ける部位は、車輪３の駆動形態によって異なることから、駆動
系をバネ上に搭載しドライブシャフトで車輪３に駆動力を伝達する車両では、ＭＷをバネ
上で受けるのに対し、インホイールモータシステム等の、駆動系をバネ下に搭載する車両
の場合、ＭＷをバネ下で受けることになる。このため、駆動系をバネ下に搭載する車両の
場合、車輪３の中心からサスペンションの回転中心ＣＳまでの距離Ｌｍをモーメントアー
ム長とした偶力が車輪３に作用して、ＦＶが車輪上下力となる。
【００２０】
　つまり、鉛直方向成分ＦＶは、車輪上下力の構成成分の一つであり、モータの駆動によ
ってホイールセンタ（車輪３回転中心）である車軸上に発生する、車両上方向への力（ス
クワット力）或いは車両下方向への力（アンチスクワット力）となる。
　偶力が車輪３に作用したとき、一般的な後輪用トーションビームアクスル式サスペンシ
ョン１（図３参照）では、構造上、車輪３の中心からサスペンションの回転中心ＣＳまで
の距離Ｌｍを十分に確保することができないため、前述の偶力による車輪上下力が必要以
上に大きくなってしまい、その結果、車両加速時に不自然なリアのリフトアップ挙動が発
生してしまう。
【００２１】
　このような、一般的な後輪用トーションビームアクスル式サスペンション１に対し、こ
の発明に係る車両用サスペンション装置１０の具体的な作用について説明する。
　図４は、図１の車両用サスペンション装置の標準姿勢時における車輪上下力発生状況を
示す、右輪を側方から見た説明図である。図４に示すように、サスペンション装置１０に
おいて、比較例（図３参照）の場合と同様に、車輪１５に駆動力が発生すると、ホイール
センタ（車輪回転中心）Ｗには、タイヤが受ける反作用力ＦＣによる軸力ＦＷ及び回転力
ＭＷが発生することになる。また、車輪１５は、バネ下に搭載されたモータ１４によって
駆動されるため、ＭＷも、ＦＷと同様に、タイヤ／サスペンション系で反力として受ける
ことになる。
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【００２２】
　ここで、ＭＷは、ギヤボックス部１９に格納された減速機構のギヤ比分の変換トルクＭ

ｍとして、サスペンション装置１０が受けることになる。具体的には、モータケース１３
が、車輪１５を支持するトレーリングアーム１１とトルクコントロールロッド（第１リン
ク部材）１２を介して、変換トルクＭｍを受け止める。
　これは、トルクコントロールロッド１２の関節点、即ち、ボールジョイント２４ａの中
心Ｔ１とボールジョイント２４ｂの中心Ｔ２を結ぶ線と、モータ回転軸心Ｃｍとサスペン
ションの回転中心ＣＳを繋いだ線との交点ＣＺを瞬間回転中心とする仮想リンクが、変換
トルクＭｍを受けるのと、等価であると考えることができる。
【００２３】
　よって、モータ回転軸心Ｃｍには、駆動トルク反力Ｍｍとモーメントアーム長Ｌｍによ
る偶力ＦＲ１（＝Ｍｍ／Ｌｍ）が入力され、これにレバー比をかけたＦＲ２が、車輪１５
に上下力として作用することになる。
　つまり、サスペンション回転中心ＣＳからモータ回転軸心Ｃｍ迄の距離をＬ１、サスペ
ンション回転中心ＣＳからホイールセンタＷ迄の距離をＬ２として、
　　ＦＲ１×Ｌ１＝ＦＲ２×Ｌ２

　　∴ＦＲ２＝ＦＲ１×Ｌ１／Ｌ２

　となる。このＦＲ２は、ＦＲ１に起因する、アクスル部材（回転軸）１８に対し車両上
下方向に作用する力である。
【００２４】
　ここで、ＦＶとＦＲ2が等しくなるようにすると、車両加速時のモータ駆動力による車
輪上下力は発生せず、車両重心に作用する慣性力による前後輪荷重移動分のみとなる。よ
って、ＦＶとＦＲ2の和で荷重移動による力をキャンセル（相殺）するように設定すれば
、車輪１５に作用する上下力によってもたらされる定常的なホイールストローク（車輪上
下動）を、確実に抑制することができる。
　車輪上下力の構成成分であるＦＶは、
　　ＦＶ＝ｆ（ＦＶ1）＋ｆ（ＦＶ2）
　と表すことができる。なお、ｆは、関数を示し、ＦＶ1はモータの回転駆動力、ＦＶ2は
車体のピッチ変位により車軸に発生する上下力である。
【００２５】
　ＦＶ1は、タイヤ接地面Ｇ／Ｌの駆動力ＦＷ（＝ＦＣ）、ＦＷとＦＡとが成す角度θｗ

、車輪一個の重量Ｗ、車両前後方向の加速度Ｇとして、
　　ＦＶ1＝ＦＷ×ｔａｎθＷ

　　ＦＷ＝Ｗ×Ｇ
　で求められ、ＦＶ２は、タイヤの接地面Ｇ／Ｌから車両の重心位置までの距離ＨＧ、車
両全体の重量ＷＶ、車両のホイールベースＤとして、
　　ＨＧ×ＷＶ×Ｇ＝Ｄ×ＦＶ２×２
　　∴ＦＶ２＝ＷＶ×Ｇ×ＨＧ／２Ｄ
　で求められる。
【００２６】
　図５は、図４の標準姿勢状態から車輪が車体に対し上方へフルストロークしたフルバウ
ンド状態における車輪上下力発生状態を示す、右輪を側方から見た比較説明図である。図
５に示すように、車輪１５が車体に対し上方へフルストロークしたフルバウンド状態にお
いては、サスペンション回転中心ＣＳに対するホイールセンタＷの相対高さが、標準姿勢
状態から更に高くなることで、ＦＷとＦＡとが成す角度θＷが、更に大きくなり、ＦＶも
大きくなる。
【００２７】
　また、モータケース１３は、トレーリングアーム１１と共に車体に対し上方へ持ち上げ
られるため、トルクコントロールロッド１２のモータケース１３側の関節点Ｔ２は、トル
クコントロールロッド１２の車体側の関節点Ｔ１よりも相対的に高い位置となり、トルク
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コントロールロッド１２に下反角が大きく発生する。このとき、トレーリングアーム１１
の延在方向延長線とトルクコントロールロッド（第１リンク部材）１２の延在方向延長線
との交点ＣＺの位置は、車輪１５の静止位置に対し、モータケース（第２リンク部材）１
３とトレーリングアーム１１との連結点（モータ回転軸心Ｃｍ）より車両前後方向前側に
位置する。
【００２８】
　トルクコントロールロッド１２に下反角が大きく発生することにより、モータ回転軸心
Ｃｍに入力する偶力ＦＲ１に起因するモーメントアーム長Ｌｍが標準状態よりも小さくな
り、偶力ＦＲ１の効果を強めることになる。よって、大きくなったＦＶを相殺することが
可能になり、車輪１５のバウンド時にも安定した挙動を維持することができる。
【００２９】
　図６は、図４の標準姿勢状態から車輪が車体に対し下方へフルストロークしたフルリバ
ウンド状態における車輪上下力発生状態を示す、右輪を側方から見た比較説明図である。
図６に示すように、車輪１５が車体に対し下方へフルストロークしたフルリバウンド状態
においては、サスペンションの回転中心ＣＳに対するホイールセンタＷの相対高さ関係が
、フルバウンド状態（図５参照）と逆転し、ＦＷと方向成分ＦＡとが成す角度θＷが、上
反角を形成する。これにより、ＦＶの極性は反転し、車輪１５をバウンドさせる方向に作
用する。
【００３０】
　また、モータケース１３は、トレーリングアーム１１と共に車体に対し下方へ変位する
ため、トルクコントロールロッド１２のモータケース１３側の関節点Ｔ２は、トルクコン
トロールロッド１２の車体側の関節点Ｔ１よりも相対的に低い位置となり、トルクコント
ロールロッド１２に上反角が発生する。このとき、トレーリングアーム１１の延在方向延
長線とトルクコントロールロッド（第１リンク部材）１２の延在方向延長線との交点ＣＺ

の位置は、車輪１５の静止位置に対し、モータケース（第２リンク部材）１３とトレーリ
ングアーム１１との連結点（モータ回転軸心Ｃｍ）より車両前後方向後側に位置する。
【００３１】
　トルクコントロールロッド１２に上反角が発生することにより、モータケース１３の瞬
間回転中心ＣＺは、ホイールセンタＷよりも車両後方側となって、モータ回転軸心Ｃｍに
入力する偶力ＦＲ１の極性も標準状態に対し反転し、車輪１５をバウンドさせる方向に作
用する。これにより、ＦＶを相殺することが可能になり、車輪１５のリバウンド時にも安
定した挙動を維持することができる。
　また、トルクコントロールロッド１２とモータケース１３のジオメトリ設定により、ホ
イールストロークに応じて、それに抗するようにホイール標準姿勢に上下力を作用させる
ことも可能になる。これは、車両加速時の車体ロール剛性を向上させる効果がある。
【００３２】
　上述したように、この発明に係る車両用サスペンション装置１０は、モータケース１３
を介してモータ１４が装着されるサスペンション部材であるトレーリングアーム１１に対
するモータ１４の配置を幾何学的構成により工夫して、モータ１４の駆動反力に起因する
上下方向の力を低減する向きの力、即ち、モータ回転軸心Ｃｍに入力する偶力ＦＲ１を発
生させている。この結果、２個のモータを用いる等、追加のエネルギが必要な動力源を利
用すること無しに、モータ１４の駆動反力によって生じる車輪１５の上下方向力を低減し
、車両のピッチング挙動を抑制することができる。
【００３３】
　また、モータケース１３が、トレーリングアーム１１及びトルクコントロールロッド１
２と共に構成するリンク機構の第２リンク部材として機能することにより、部品点数を削
減してレイアウト成立性を高めることができる。
　また、ギヤボックス部１９により、モータ１４をホイール主軸に対し車両前後方向前側
に配置して、モータ主軸とホイール主軸をギアで連結することにより、質量が大きいモー
タ１４を、トレーリングアーム１１の車体側連結点近傍に位置させているため、トレーリ
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ングアーム１１が車両上下方向に揺動したときに発生するモータ１４の慣性質量を小さく
することができる。これにより、トレーリングアーム１１の揺動時の追従性が向上するの
で、操縦安定性能の向上を図ることができる。
【００３４】
（第２実施の形態）
　図７は、この発明の第２実施の形態に係る車両用サスペンション装置の構成を示す右輪
を側方から見た説明図である。図７に示すように、車両用サスペンション装置３０は、モ
ータケース１３に組み込まれたモータ１４を、車輪１５と同軸に配置しており、その他の
構成及び作用は、第１実施の形態における車両用サスペンション装置１０（図１，２参照
）と同様である。
【００３５】
　車両用サスペンション装置３０は、モータ１４のモータ回転主軸（駆動軸）が、車輪１
５のアクスル部材（回転軸）１８（図２参照）と同軸に、且つ、回動自在になるようにモ
ータ１４を配置しており、これに対応して、モータケース１３も、ギヤボックス部１９に
重なるように配置されている。つまり、車両用サスペンション装置３０にあっては、第１
実施の形態における車両用サスペンション装置１０が、回転駆動力入力軸と減速後出力軸
を平行配置したギヤボックス部１９に代えて、回転駆動力入力軸と減速後出力軸を同軸に
配置した遊星減速機構３１を備えている。
【００３６】
　この場合、サスペンション回転中心ＣＳからモータ回転軸心Ｃｍ迄の距離Ｌ１とサスペ
ンション回転中心ＣＳからホイールセンタＷ迄の距離Ｌ２が、同一（モータ回転軸心Ｃｍ

とホイールセンタＷが一致）になるので、
　　ＦＲ２＝ＦＲ１×Ｌ１／Ｌ２＝ＦＲ１×１
　となる。
【００３７】
　遊星減速機構は、中心のサンギヤ３１ａと外周のリングギヤ３１ｂの間に配置されて、
サンギヤ３１ａを中心として自転しつつ公転する複数（３個を例示）のプラネタリギヤ３
１ｃを有しており、この遊星減速機構によって必要な減速比を確保している。また、モー
タ１４の仕様によってはモータ１４によるダイレクトドライブも可能である。
　この配置においても、ＦＶは、第１実施の形態と同様の特性となり、トルクコントロー
ルロッド（第１リンク部材）１２の配置を適正化することで、所望の車輪上下力を生成す
ることができる。
【００３８】
　また、例えば、マルチリンクのような、サスペンションの回転中心ＣＳが仮想的な瞬間
回転中心になる他形式のサスペンションにおいても、第２実施の形態に係る車両用サスペ
ンション装置３０と同様の要領で、所望の車輪上下力を設定することができる。
　上述したように、この発明に係る車両用サスペンション装置３０は、モータケース１３
のトレーリングアーム１１との連結部を、車輪１５のアクスル部材（回転軸）１８に対し
同軸、且つ、回動自在に連結しているので、部品点数を削減してレイアウト成立性を高め
ることができる。
【００３９】
（第３実施の形態）
　図８は、この発明の第３実施の形態に係る車両用サスペンション装置の構成を示す右輪
を側方から見た説明図である。図９は、図８の車両用サスペンション装置の構成を示す右
輪を上方から見た説明図である。図８及び図９に示すように、車両用サスペンション装置
３５は、トルクコントロールロッド（第１リンク部材）１２に代えて、スタビライザーバ
ー３６を有しており、その他の構成及び作用は、第１実施の形態における車両用サスペン
ション装置１０（図１，２参照）と同様である。
【００４０】
　スタビライザーバー３６は、車両幅方向に延びる、例えば棒状体により形成されたスタ
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ビライザー捻り部３６ｂの両端部を車両前後方向に屈曲して形成した捩れレバー部（モー
メントレバー部）３６ａを有している。各捩れレバー部３６ａは、その先端をボールジョ
イント２４ｂに連結しており、ボールジョイント２４ｂを介して回動可能に、左右各車輪
側のモータケース１３のロッド取付部１３ａに取り付けられている。
【００４１】
　このスタビライザーバー３６は、スタビライザブッシュ３７ａを介して装着されたスタ
ビライザブラケット３７ｂにより、車体に固着されており、左右輪で共通となるトルクコ
ントロールロッド１２の側面視における車体側関節点Ｔ1を、スタビライザーバー３６の
回動軸心としている。つまり、スタビライザーバー３６の捩れレバー部３６ａによりトル
クコントロールロッド（第１リンク部材）１２を構成している。
　そして、捩れレバー部３６ａの先端を、モータケース１３のロッド取付部１３ａに取り
付けたことで、モータケース（第２リンク部材）１３がスタビライザーバー３６のコネク
ティングロッドとして機能することになる。
【００４２】
　上述したように、この発明に係る車両用サスペンション装置３５は、トルクコントロー
ルロッド１２を、左右両車輪間に配置したスタビライザーバー３６の車輪１５と連結する
捩れレバー部３６ａによって構成し、スタビライザーバー３６のコネクティングロッドを
、モータケース１３により構成することで、車両にアンチロール機能を付加することにな
るので、アンチロール機能を備えた専用部材を配置するために新たに車両スペースを占有
することなく、車両にアンチロール機能を確保することができる。
【産業上の利用可能性】
【００４３】
　この発明によれば、モータの駆動反力に起因する上下方向の力を低減する向きの力を発
生させて、モータの駆動反力によって生じる車輪の上下方向力を低減することにより、消
費エネルギが増大することなく車両のピッチング挙動を抑制することができるので、車両
用サスペンション装置に最適である。
【符号の説明】
【００４４】
　１０，３０，３５　車両用サスペンション装置
　１１　トレーリングアーム
　１２　トルクコントロールロッド
　１３　モータケース
　１３ａ　ロッド取付部
　１４　モータ
　１５　車輪
　１６　ディスクホイール
　１７　タイヤ
　１８　アクスル部材
　１９　ギヤボックス部
　２０　トーションビーム
　２１　ブッシュ
　２２　ハブベアリング
　２３ａ　ショックアブソーバ
　２３ｂ　コイルスプリング
　２４ａ　第１ボールジョイント
　２４ｂ　第２ボールジョイント
　２５ａ　ピニオンギヤ
　２５ｂ　アイドルギヤ
　２５ｃ　出力ギヤ
　３１　遊星減速機構
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　３１ａ　サンギヤ
　３１ｂ　リングギヤ
　３１ｃ　プラネタリギヤ
　３６　スタビライザーバー
　３６ａ　捩れレバー部
　３６ｂ　スタビライザー捻り部
　３７ａ　スタビライザブッシュ
　３７ｂ　スタビライザブラケット

【図１】 【図２】
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